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副
作
用
対
策
、政
策
正
常
化
に
意
欲

　

黒
田
東
彦
日
本
銀
行
総
裁
の
後
任
と
し

て
、
植
田
和
男
東
京
大
学
名
誉
教
授
が
就

任
す
る
。
二
月
の
衆
参
両
院
に
お
け
る
所

信
聴
取
に
よ
れ
ば
、
植
田
氏
は
二
％
の
物

価
安
定
目
標
の
達
成
に
は
、
な
お
時
間
を

要
す
る
と
し
て
金
融
緩
和
の
必
要
性
を
指

摘
す
る
一
方
、
現
在
の
金
融
政
策
は
様
々

な
副
作
用
を
生
じ
さ
せ
て
い
る
と
し
て
、

副
作
用
を
軽
減
し
つ
つ
、
金
融
緩
和
の
継

続
を
図
る
と
し
て
い
る
。
ま
た
、
足
元
で

安
定
的
な
物
価
上
昇
に
向
け
た
よ
い
動
き

も
見
ら
れ
る
と
し
て
、
物
価
上
昇
の
基
調

が
二
％
に
近
づ
い
て
い
く
場
合
に
は
、
金

融
緩
和
の
正
常
化
を
進
め
る
と
言
及
し
、

物
価
安
定
の
総
仕
上
げ
の
五
年
間
に
す
る

意
欲
も
示
し
た
。

　

も
っ
と
も
、
短
期
政
策
金
利
の
プ
ラ
ス

圏
へ
の
引
き
上
げ
と
い
っ
た
金
融
政
策
の

正
常
化
へ
の
道
の
り
は
ま
だ
遠
い
。
足
元

で
イ
ン
フ
レ
率
は
二
％
を
超
え
て
上
昇
し

て
い
る
も
の
の
、
原
材
料
価
格
高
騰
や
円

安
を
受
け
た
コ
ス
ト
プ
ッ
シ
ュ
型
の
一
時

的
な
イ
ン
フ
レ
と
い
え
、
安
定
的
な
物
価

上
昇
に
向
け
て
は
、
持
続
的
な
賃
上
げ
の

実
現
が
不
可
欠
で
あ
る
。
足
元
で
は
賃
上

げ
の
機
運
が
高
ま
っ
て
い
る
も
の
の
、
来

年
以
降
も
継
続
す
る
か
は
不
透
明
で
あ
り
、

物
価
上
昇
の
基
調
を
見
極
め
る
に
は
、
少

な
く
と
も
来
年
の
賃
上
げ
動
向
を
見
る
必

要
が
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
イ
ン
フ
レ
率

が
制
御
不
能
に
高
ま
る
よ
う
な
事
態
に
な

ら
な
い
限
り
、
金
融
政
策
の
正
常
化
は
来

年
以
降
と
考
え
ら
れ
、
当
面
は
、
現
在
の

政
策
枠
組
み
を
継
続
し
、
必
要
に
応
じ
て

副
作
用
の
軽
減
措
置
が
採
ら
れ
る
こ
と
に

な
る
だ
ろ
う
。

　

こ
う
し
た
シ
ナ
リ
オ
を
想
定
し
た
場
合
、

家
計
へ
の
影
響
を
ど
う
見
る
べ
き
だ
ろ
う
か
。

Ｙ
Ｃ
Ｃ
修
正
の
家
計
へ
の
影
響

　　

ま
ず
、
副
作
用
の
軽
減
措
置
に
よ
る
影

響
に
つ
い
て
検
討
し
た
い
。
日
銀
の
金
融

政
策
は
、
黒
田
総
裁
就
任
以
降
、
累
次
の

見
直
し
を
受
け
て
大
規
模
か
つ
複
雑
な
も

の
と
な
り
、
様
々
な
副
作
用
が
指
摘
さ
れ

て
い
る
。
主
な
も
の
と
し
て
、
低
金
利
環

境
の
長
期
化
に
よ
る
金
融
機
関
収
益
の
圧

迫
や
政
府
・
企
業
の
財
務
規
律
の
緩
み
の
他
、

大
規
模
な
国
債
・Ｅ
Ｔ
Ｆ（
上
場
投
資
信
託
）

等
の
買
い
入
れ
に
よ
る
金
融
市
場
の
歪
み

等
が
あ
る
。特
に
足
元
で
は
、長
期
金
利（
十

年
債
利
回
り
）
操
作
に
伴
う
大
規
模
な
国

債
買
い
入
れ
に
よ
っ
て
債
券
市
場
の
機
能

が
著
し
く
低
下
し
て
お
り
、
日
銀
の
債
券

市
場
サ
ー
ベ
イ
（
二
〇
二
三
年
二
月
調
査
）

に
よ
れ
ば
、機
能
度
判
断
指
数（
Ｄ

Ｉ
）
は
マ
イ
ナ
ス
六
十
四
と
な
り
、

一
五
年
二
月
の
調
査
開
始
以
来
最

低
と
な
っ
て
い
る
。
こ
う
し
た
状

況
を
受
け
て
、
副
作
用
対
策
と
し

て
、
ま
ず
は
長
期
金
利
操
作
の
見

直
し
に
よ
る
債
券
市
場
の
機
能
回

復
が
優
先
さ
れ
る
と
見
ら
れ
、
具
体
的
な

方
法
と
し
て
、
市
場
で
は
長
期
金
利
操
作

の
変
動
幅
の
拡
大
や
廃
止
と
い
っ
た
イ
ー

ル
ド
カ
ー
ブ
コ
ン
ト
ロ
ー
ル（
Ｙ
Ｃ
Ｃ
）の

修
正
が
指
摘
さ
れ
て
い
る
。
足
元
で
は
、

長
期
金
利
は
変
動
幅
上
限
に
張
り
付
い
て

お
り
、Ｙ
Ｃ
Ｃ
が
修
正
さ
れ
れ
ば
、
長
期
金

利
の
上
昇
に
繋
が
る
と
考
え
ら
れ
る
。

　

長
期
金
利
の
上
昇
が
家
計
に
及
ぼ
す
直

接
的
な
影
響
と
し
て
、
固
定
型
住
宅
ロ
ー

ン
金
利
の
上
昇
が
あ
る
。
固
定
型
住
宅
ロ

ー
ン
金
利
は
概
ね
長
期
金
利
に
連
動
す
る

た
め
、
長
期
金
利
の
上
昇
に
合
わ
せ
て
上

昇
す
る
。も
っ
と
も
、既
存
の
固
定
型
住
宅

ロ
ー
ン
の
金
利
に
は
影
響
せ
ず
、
近
年
は

新
規
の
住
宅
ロ
ー
ン
の
約
八
割
は
短
期
金

利
に
連
動
す
る
変
動
型
と
さ
れ
、
家
計
全

体
の
金
利
負
担
が
大
き
く
増
加
す
る
と
は

考
え
に
く
い
。た
だ
し
、固
定
型
住
宅
ロ
ー

賃
上
げ
が
進
み
、安
定
的
な
物
価
上
昇
が
見
ら
れ
る
よ
う
に
な
れ
ば
、金
融
政
策
の
正
常
化
が
図
ら
れ
る
。

中
期
的
に
、長
期
・
短
期
の
金
利
が
上
昇
し
た
場
合
、住
宅
ロ
ー
ン
の
支
払
利
息
が
増
加
し
、悪
影
響
と
な
る
。

一
方
で
は
、預
金
金
利
も
上
昇
し
、資
産
形
成
に
お
け
る
プ
ラ
ス
の
影
響
も
あ
る

「
住
宅
ロ
ー
ン
」の
金
利
負
担
増
も

「
資
産
形
成
」で
は
プ
ラ
ス
に
な
る
！
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ン
金
利
の
上
昇
を
受
け
て
、
変
動
型
へ
の

シ
フ
ト
が
一
段
と
進
ん
だ
場
合
、
将
来
の

短
期
金
利
上
昇
局
面
で
利
払
い
が
増
加
し

や
す
く
な
る
点
に
は
留
意
が
必
要
で
あ
る
。

一
方
、長
期
金
利
の
上
昇
は
、家
計
の
資
産

形
成
に
お
け
る
円
債
運
用
の
メ
リ
ッ
ト
を

高
め
る
。政
府
は
、資
産
所
得
倍
増
プ
ラ
ン

を
掲
げ
て
家
計
の
貯
蓄
か
ら
資
産
形
成
へ

の
シ
フ
ト
を
促
し
て
い
る
が
、
株
式
等
の

リ
ス
ク
性
資
産
だ
け
で
な
く
、
安
全
資
産

で
あ
る
個
人
向
け
国
債
等
で
も
一
定
の
運

用
収
益
が
見
込
め
れ
ば
、
ポ
ー
ト
フ
ォ
リ

オ
に
組
み
込
み
や
す
く
な
る
だ
ろ
う
。

　

ま
た
、
間
接
的
な
影
響
と
し
て
、
金
利

面
か
ら
の
円
安
圧
力
緩
和
を
通
じ
た
イ
ン

フ
レ
の
抑
制
が
あ
る
。
足
元
で
は
、
海
外

金
利
が
上
昇
す
る
中
、
国
内
金
利
は
Ｙ
Ｃ

Ｃ
で
上
昇
が
抑
制
さ
れ
て
い
る
た
め
、
内

外
金
利
差
の
拡
大
で
大
幅
な
円
安
と
な
り
、

輸
入
物
価
を
押
し
上
げ
て
イ
ン
フ
レ
の
一

因
と
な
っ
て
い
る
。Ｙ
Ｃ
Ｃ
修
正
で
国
内
金

利
も
上
昇
し
て
円
安
が
緩
和
さ
れ
れ
ば
、

イ
ン
フ
レ
の
抑
制
に
寄
与
す
る
だ
ろ
う
。

　

も
っ
と
も
、
足
元
の
日
本
の
長
期
金
利

の
理
論
値
は
一
％
前
後
と
の
見
方
が
多
く
、

足
元
か
ら
〇・
五
％
程
度
の
上
昇
で
あ
れ
ば
、

円
債
運
用
で
の
メ
リ
ッ
ト
、
円
安
圧
力
緩

和
に
よ
る
イ
ン
フ
レ
抑
制
と
も
に
大
き
な

効
果
は
期
待
し
づ
ら
い
。

「
貯
蓄
」と「
負
債
」に
注
目

　　

次
に
、
金
融
政
策
が
正
常
化
に
向
か
っ

た
場
合
の
影
響
を
検
討
す
る
。
植
田
氏
は

具
体
的
な
出
口
戦
略
を
示
し
て
い
な
い
も

の
の
、Ｙ
Ｃ
Ｃ
撤
廃
や
、
短
期
政
策
金
利
の

プ
ラ
ス
圏
へ
の
引
き
上
げ
、
日
銀
の
保
有

国
債
等
の
圧
縮
（
日
銀
の
バ
ラ
ン
ス
シ
ー

ト
縮
小
）
等
が
想
定
さ
れ
る
。

　

金
融
政
策
が
正
常
化
に
向
か
う
場
合
、

長
期
金
利
だ
け
で
な
く
短
期
金
利
も
上
昇

す
る
た
め
、
住
宅
ロ
ー
ン
の
大
半
を
占
め

る
変
動
型
の
金
利
も
上
昇
し
、
家
計
の
支

払
利
息
が
増
加
す
る
こ
と
に
な
る
。し
か
し
、

預
金
金
利
も
上
昇
す
る
た
め
、
受
取
利
息

も
増
え
る
こ
と
に
な
る
。
日
銀
の
資
金
循

環
統
計
（
二
二
年
九
月
末
）
に
よ
れ
ば
、

家
計
（
含
む
自
営
業
者
）
の
負
債
三
百
七

十
五
兆
円
に
対
し
て
、
金
融
資
産
は
二
千

五
兆
円
、
現
預
金
だ
け
で
も
一
千
百
兆
円

あ
り
、
相
応
の
受
取
利
息
の
増
加
が
期
待

で
き
る
。
も
っ
と
も
、
預
金
等
の
資
産
は

高
齢
世
帯
に
偏
っ
て
い
る
一
方
、
住
宅
ロ

ー
ン
等
の
負
債
は
若
年
世
帯
に
多
い
た
め
、

世
代
別
で
見
れ
ば
、
高
齢
世
帯
に
プ
ラ
ス

影
響
が
、
若
年
世
帯
に
マ
イ
ナ
ス
影
響
が

強
く
出
る
と
考
え
ら
れ
る
。
と
り
わ
け
、

近
年
、住
宅
取
得
年
齢
が
若
年
化
し
て
お
り
、

世
帯
主
年
齢
別
の
持
ち
家
率
（
二
人
以
上

世
帯
）
を
見
る
と
、
二
十
九
歳
以
下
世
帯

は
〇
五
年
の
二
〇
％
か
ら
二
一
年
に
は
三

四
％
に
、
三
十
〜
三
十
九
歳
も
同
期
間
で

四
八
％
か
ら
六
五
％
に
大
き
く
上
昇
し
て

い
る
。
そ
の
結
果
、
若
年
世
帯
の
負
債
は

増
加
し
て
お
り
、
世
帯
主
年
齢
別
の
貯
蓄
・

負
債
額
（
二
人
以
上
世
帯
）
を
見
る
と
、

二
十
〜
三
十
歳
代
は
貯
蓄
の
二
倍
近
い
負

債
を
抱
え
て
お
り
、
金
利
上
昇
の
悪
影
響

を
受
け
や
す
い
（
グ
ラ
フ
参
照
）。

　

一
方
、
金
利
上
昇
に
伴
っ
て
、
円
債
運

用
の
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
は
改
善
す
る
。
金

利
上
昇
が
株
価
や
不
動
産
価
格
の
押
し
下

げ
に
繋
が
る
リ
ス
ク
は
あ
る
も
の
の
、
資

産
形
成
の
メ
リ
ッ
ト
は
高
ま
る
だ
ろ
う
。

　

こ
こ
ま
で
見
て
き
た
通
り
、
日
銀
新
体

制
に
お
い
て
金
融
政
策
の
修
正
、
正
常
化

が
進
む
場
合
、家
計
に
お
い
て
は
、住
宅
ロ

ー
ン
金
利
負
担
の
増
加
と
い
っ
た
マ
イ
ナ

ス
影
響
は
あ
る
も
の
の
、
資
産
形
成
等
に

お
け
る
プ
ラ
ス
面
の
影
響
も
あ
る
。
も
っ

と
も
、長
期
に
わ
た
る
金
融
緩
和
に
よ
っ
て
、

我
国
の
政
府
や
企
業
、
家
計
は
金
利
上
昇

に
慣
れ
て
い
な
い
た
め
、
家
計
に
お
い
て

も
、利
上
げ
に
対
す
る「
根
拠
な
き
恐
怖
」

か
ら
、
住
宅
投
資
や
消
費
を
控
え
る
等
、

想
定
外
の
悪
影
響
が
顕
在
化
す
る
恐
れ
も

あ
る
。
植
田
氏
は
慎
重
な
政
策
運
営
を
行

う
姿
勢
で
は
あ
る
が
、
日
銀
新
体
制
に
お

い
て
は
、
市
場
の
み
な
ら
ず
国
民
と
も
十

分
に
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
を
と
り
な
が

ら
、
副
作
用
の
軽
減
や
金
融
政
策
の
正
常

化
に
取
り
組
ん
で
も
ら
い
た
い
。
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貯蓄 負債

（万円）

出所＝総務省「家計調査貯蓄・負債編」

（世帯主年齢別、2人以上世帯、2021年度）
１世帯あたりの貯蓄・負債額
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